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要       旨 

 

１ 作成の背景 

急速な社会構造の変化、超少子高齢化、それに伴う経済格差、健康格差、教育格差の拡

大などが進んだわが国では、次世代育成は最重要な政策課題の一つである。今日、大きな

社会問題となっている発達障害は、成育医療を含むあらゆる公共施策においてもニーズの

高い人々の特徴であることがわかっている。発達障害への対応は、医療のみならず、保健、

教育、福祉などの多領域との連携が必要不可欠であり、領域間の連携の難しさが支援サー

ビスの普及の阻害要因となってきた。本提言は、今日のわが国の社会に現存するバリアの

解決のポイントを整理し、関係各所に実効性のある対応を求めるものである。 

 

２ 現状の課題と克服すべき問題点 

平成 30 年 12 月に制定された、「成育過程にある者及びその保護者並びに妊産婦に対し

必要な成育医療等を切れ目なく提供するための施策の総合的な推進に関する法律（以降、

成育基本法）」は、子どもの心身の健やかな成育の確保を医療・保健、教育、福祉などの多

領域と協働して行うことを謳った理念法である。成育医療の課題に対して実効性のある施

策を策定する際には、発達障害の問題を個別障害としてではなく、最新の科学的知見を取

り入れて、ユニバーサルな健康課題として捉え、地域での包括的な多領域・多職種連携に

よる支援施策を立てることが必要不可欠である。本提言では、本分科会の過去 2期の活動

を集約し、なお残る今日的な課題の解決に向けて、具体的提言を行うものである。 

 

３ 提言の内容 （提言の対象となる主な所轄省等をカッコ内に示す） 

(1)  発達障害への対応を考慮した地域における成育医療等の連携体制の強化 

発達障害に対応できる成育医療を地域内で公平に分配するためには、既存の医療資源を

効率的に活用することが必要不可欠である。地域内にあって高度な検査や治療などを行う

三次医療機関から専門外来で診療を提供する二次医療機関へ、二次医療機関からプライマ

リ・ケアを担うかかりつけ医などの一次医療機関への技術支援を通常業務として明記する

といった推進策を断行する必要がある。成育医療が発達障害児とその家族のウェルビーイ

ングに資するためには、メンタルヘルスを含む医療的支援が適切に学校や福祉現場にイン

プットされるように多領域・多職種連携が強化されなくてはならない。そのためには省庁

あるいは部局の縦割りによるバリアを解消しうる省庁あるいは部局横断的な施策の立案・

推進が必要である。また医療機関から教育機関への情報提供や指導に対して診療報酬の規

定はなく、成育医療の業務として診療報酬の設計上の工夫が必要である（厚生労働省、文

部科学省、都道府県）。 
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(2)  発達障害児とその家族の支援ニーズに合わせた包括的な子育て支援体制の充実 

子育て支援には、愛着形成支援と発達支援の双方の視点が必要であるが、既存の愛着形

成に関するエビデンスは定型発達児からのデータをもとにしており、児童虐待のリスク要

因となる発達障害のある児の愛着形成に関するエビデンスは乏しい。成育医療関係者への

最新の科学的知見に基づく愛着形成の知識の普及と同時に、発達障害児の愛着形成につい

て長期的に検証できる多領域での研究体制整備が早急に必要である。児童虐待の予防や事

後対応の際には、家族の発達障害特性のアセスメントを定式化し、特に脆弱な家族への子

育て支援の質の向上を図る必要がある。発達障害児とその子育てに困難のある養育者双方

への介入プログラムの有効性検証やその普及、そして愛着と発達の統合的視点を有する専

門家育成のための教育体制整備も必要である（厚生労働省、文部科学省、都道府県）。 

 

 



 

目     次 

 

１ 背景  ..................................................................... 1 

２ 現状の課題と克服すべき問題点  ............................................. 2 

(1) 発達障害は地域対応が必要な、成育医療の恒常的課題である  ................ 2 

① 発達障害は 10人に 1人の健康問題である  ................................ 2 

② 発達障害にはメンタルヘルスの問題が伴う  ............................... 2 

③ 発達障害支援には調和のとれた多領域連携の強化策が講じられなくてはならな

い  ....................................................................... 3 

(2) 発達障害児の子育て支援は乳幼児期から切れ目なく提供されるべきである  .... 4 

① 発達障害児の子育ては愛着形成支援と発達支援の双方の視点が必要である  ... 4 

② 親と子ども、それぞれの発達障害（特性）は児童虐待のリスク要因である  ... 4 

３ 提言  （提言の対象となる主な所轄省等をカッコ内に示す） .................. 5 

(1)  発達障害への対応を考慮した地域における成育医療等の連携体制の強化  ..... 5 

(2)  発達障害児とその家族の支援ニーズに合わせた包括的な子育て支援体制の充実  5 

＜用語の説明＞ ................................................................ 7 

＜参考文献＞ .................................................................. 9 

＜参考資料＞審議経過  ........................................................ 11 

 

 

 

 

 

 

 



 1 

１ 背景 
わが国では、急速な社会構造の変化、超少子高齢化、それに伴う経済格差、健康格差、

教育格差の拡大が進み、今日、国民生活全般にわたって重大な岐路に立たされている。

こうした今日の社会が抱えるリスクが次世代に及ぼす影響は計り知れず、日本学術会議

健康・生活科学委員会子どもの健康分科会（第 21期）は日本の次世代の健康推進のため

の課題をまとめ、「日本の子どものヘルスプロモーション」(平成 22年、2010)[1]として

関係各界に報告した。 

第 22期には、臨床医学委員会出生・発達分科会が子どもの健康に関する緊急性の高い

課題に絞り、身体の健康に関する 5項目（子どもの死亡登録・検証制度の構築、重度傷

害登録・検証制度の構築、虐待防止対策の充実、貧困を減らすための国の施策の実施、

在宅医療体制の構築）と、心の健康に関する 2項目（心の健康対策の推進、発達障害支

援対策の推進）について、「健やかな次世代育成に関する提言」(平成 26年、2014)[2]と

題する提言を発出した。提言内容はいずれも、患者の受診と医療機関内での診療を前提

とする一般医療の枠組みを超え、子どもとその家族が暮らす生活の場での医療、そして

保健・教育・福祉など多領域との調和のとれた連携を目指すものであった。 

第 23 期の同分科会では、子どもの健康に携わる関係者間で長く克服できないでいる

「医療と教育の連携」の難しさに焦点を当てて、その解決の糸口を見出すために、教育

現場に関わっておられる施策立案者や研究者との議論を重ね、その成果を日本学術協力

財団発行の学術会議叢書 23「子どもの健康を育むためにー医療と教育のギャップを克服

するー」(平成 29年、2017)[3]にまとめ、関係各界に発信し、活発に議論を行ってきた。 

平成 30 年 12 月に制定された、「成育過程にある者及びその保護者並びに妊産婦に対

し必要な成育医療等を切れ目なく提供するための施策の総合的な推進に関する法律（以

降、成育基本法）」は、妊産婦の支援から子どもがおとなになるまでの成育医療を多領域

と協働して提供するための施策について、基本理念を謳い、その策定を国や地方公共団

体の責務として明記した。今後、子どもの心身の健康や成育に関連する諸政策は同法の

もとで連携し、包括的に前進していくことが期待される、きわめて重要な法律である。 

一方、発達障害の適切な対応の重要性は、社会にとってもまた大きいことは強調して

もし過ぎることはない[4,5]。発達障害はさまざまな成育医療の課題と密接に関連し、施

策の重要なターゲット集団であることは、近年の研究から明らかになっている。ところ

が、研究領域の専門細分化、また行政の担当部署の分断のために、統合的なアプローチ

が遅れてきた領域でもある。日本でも多くの発達障害関連施策・事業が現在進められて

いるが、それらの谷間にあって解決されない課題はまだ多い[6]。専門機関や専門的人材

の恒常的不足を補って、可能な限り効果を上げるには、発達障害以外の心身の成育医療

に関する諸施策と上手に連携して実施されることこそが必要不可欠である。今後、同法

での諸施策の策定において、発達障害児とその家族に対してそれらが実効性の高い策と

なるための提言をここに行うものである。 
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２ 現状の課題と克服すべき問題点 

(1) 発達障害は地域対応が必要な、成育医療の恒常的課題である 

① 発達障害は 10人に 1人の健康問題である 

発達障害は、脳の非定型発達の結果、知覚、運動、認知、情動、注意などの広範な

領域に発達早期からその症状が現れ、成長とともに家族関係、対人関係、学習、就業

といった社会生活に深刻な影響をもたらす、まだ病因が特定されていない病態である。

発達障害には、自閉スペクトラム症(autism spectrum disorder: ASD)、注意欠如・多

動症（attention-deficit/hyperactivity disorder: ADHD）、そして言語、計算、運

動協調などの領域に限定した学習障害(learning disorder: LD)などが含まれ、その

大部分が知的障害を伴わない。 

特にこの数十年で 100倍に増加した ASDの有病率については、正確には、診断基準

の変化や社会の気づきの高まり、そして子どもの生活環境や学校環境の変化を受けて

増加した診断数の反映として理解するのが妥当である[7,8]。結果、今日ではおよそ

10％もの高頻度で子どもに発達障害が推定され、発達障害児とその保護者に対する成

育医療は、わが国の少数の専門医療機関ではもはや担うことができないレベルに達し

ている[9]。専門機関への過集中を緩和し、診療待機を短縮するには、地域のかかりつ

け医等のプライマリ・ケア関係者のスキル向上のための実効性ある研修と積極的関与

を誘導する仕組み作りが不可欠である。 

 

② 発達障害にはメンタルヘルスの問題が伴う 
発達障害対策が打ち出されている今日でも、まだ支援を受けていない発達障害児が

多数存在する。その理由の一つに、発達障害は単独で現れることは稀で、メンタルヘ

ルスの問題（不安、うつ、摂食障害、睡眠障害、行動嗜癖など）を高率に合併するた

めにマスクされて見えにくいということがある[10]（図 1）。そのため発達障害とメン

タルヘルスの問題から生じる適応困難は、健康支援ニーズとしてではなく、「問題行

動」としてしつけや指導の対象となっていることが少なくない。成育過程で現れるメ

ンタルヘルスの問題への対応が適切にされないと成人後の社会生活に広範に深刻な

影響を及ぼす[11]。こうした状況を踏まえると、成育医療の整備は、メンタルヘルス

への対応を考慮に入れて計画されなくてはならない 脚注 1)。 

さらにわが国のこの領域での専門的医療資源の乏しさと経済格差を考慮すると、公

平な健康支援は子どもの生活の場である学校をプラットフォームとして行うのが望

ましい。特別支援教育の受け手である子どもはまたメンタルヘルスも含めた包括的な

健康支援を必要とする。学校は、地域の保健・医療・福祉領域の専門家によるバック

アップ体制を整備して、校内の支援システムと機能的な連携体制を強化することが望

まれる。エビデンスのある心の健康教育を積極的に導入すれば、生涯にわたって心身

の健康を維持する能力を習得でき、長期的にみると医療への負担は減じる可能性があ

る。 

こうしたシステム整備がなかなかすすまないのは、現在の行政の担当部署が分断さ
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れていることがバリアとして大きい。国レベルでは、母子のメンタルヘルスは厚生労働

省母子保健課、学校メンタルヘルスは文部科学省、青年期以降は厚生労働省精神・障害

保健課と分かれており、ライフステージを通した長期的視点に立った発達障害児に対す

るメンタルヘルス対策が未対応である。地域での多領域・多職種連携を促進するために

は、こうした省庁横断的な包括的施策の策定が不可欠である。 

 

図 1 ライフステージをとおした発達障害の現れのイメージ図 

 ADHD: attention-deficit hyperactivity disorder/注意欠如・多動性障害, LD：learning disorder/学習

障害. 神尾(2018)[12]から転載 

 

③ 発達障害支援には調和のとれた多領域連携の強化策が講じられなくてはならない 
地域で発達障害児とその家族がサービスを利用するには、医療・保健に加えて、福

祉、教育の多領域の連携協働の充実が必要不可欠である。実際、ASD 診断数の近年の

増加は典型的ケースでは生じておらず、ASD 症状は軽度だが学習不振、不登校などの

学校不適応から診断を求めて受診するケースに著しい[7,13]。このように近年急増す

る発達障害児の成育医療は、患者の受診と院内診察を前提とする従来の医療の枠組み

では担いきれない。医療的ケアを提供するに当たり、保健、福祉、教育、労働など関

係諸機関による支援と補完しあって支援効果を高めるような有機的連携の仕組みが必

要である。 

急増する ASDに対応する医療行為を定着・持続させるためには、専門性に見合った

診療報酬の見直しを伴う新しい医療の設計が必要となる。現状では医療側からの学校

への書面あるいは対面での情報提供に係る専門的業務に対価は想定されていない。情

報共有は多領域・多職種連携の基本であり、無償で賄われている限り、普及と定着は

期待できない。調和のとれた連携を促進する予防医学的観点を取り入れた医療行為が

可能となれば、副次的に処方数を減らすなど過剰な医療化を抑制することにつながる

幼児期 学童期 思春期 成人期
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可能性がある。 

 

(2) 発達障害児の子育て支援は乳幼児期から切れ目なく提供されるべきである 

① 発達障害児の子育ては愛着形成支援と発達支援の双方の視点が必要である 
乳幼児期の愛着（アタッチメント）形成は、子育て支援に携わるすべての関係者が

持つべき重要な視点である。ただしその支援は、愛着形成が環境側および児側の複数

の要因と関係し、個人差が大きいことを踏まえて個別的に行われる必要があり、多領

域・多職種との連携支援が不可欠である。わが国は伝統的育児文化の影響を受けて、

発達障害を母親の愛情不足による愛着形成の失敗と決めつけて母親が責めを受けやす

い風潮がまだ根深い[14]脚注 2）。愛着形成についてのエビデンスは、実際には定型発達

児をベースにして構築されたもので、発達障害児の愛着形成についてはほとんどわか

っていない。愛情不足や養育の失敗、児童虐待が原因で発達障害が発症するという説
脚注 3）は実証研究で否定されている[14]。発達障害児の養育者に対して子育て支援を行

う際には、このことに留意して、愛着形成における個人差を考慮することが求められ

る。今後、エビデンスに基づく支援を提供していくためには、日本の親子の愛着形成

の多様性と愛着障害に関する系統的研究が必要である。 

 

② 親と子ども、それぞれの発達障害（特性）は児童虐待のリスク要因である 
障害児の養育は保護者にとって心理的・物理的負担が大きく、児童虐待のリスクとな

りうる。特に知的障害、情緒や行動の問題、発達障害はリスクが高い[15-17]。児童虐

待の親側のリスク要因に、周産期うつ病など母親のメンタルヘルスの問題はよく知ら

れているが、日本人の疫学調査からは母親の ASD や ADHD といった親側の発達障害/発

達障害特性もまた重要なリスク要因であることが示されている[18]。子育て支援に携

わる関係者が被虐待児とその保護者に事後対応する際には、発達障害は親、子どものい

ずれにとっても頻度の高いリスク要因であることに留意して、発達障害支援ニーズを

見逃さないように努めなくてはならない[19,20]。従来の子育て支援は愛着の観点から

のアプローチが主であるが、個別性に即した児童虐待の予防という観点からは、複数の

要因の絡む子育て支援の現場においては発達障害の問題を見逃さないように神経発達

医学的なアセスメントの定式化と、愛着と発達の統合的視点を有する介入プログラム

の有効性の検証が必要である。 
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３ 提言  （提言の対象となる主な所轄省等をカッコ内に示す） 

(1)  発達障害への対応を考慮した地域における成育医療等の連携体制の強化 

① 発達障害に対応できる成育医療施策を地域内で公平に分配するに当たっては、専

門機関だけで医療サービスの完結を目指すことは現実的ではない。地域の中でプライ

マリ・ケアを担うかかりつけ医（一次医療機関）と専門的医療機関（二次、三次医療

機関）脚注 4)といった既存の医療資源の役割を明確にして有機的な医療連携を設計する

ことは重要である。かかりつけ医、二次および三次医療機関それぞれが発達障害対応

力の向上のために、医学教育や生涯研修の内容の充実は言うまでもないが、地域の中

核的三次医療機関から二次医療機関へ、中核的二次医療機関からプライマリ・ケアへ

と現場に出張派遣してのオンサイト研修を通した定期的な技術支援を通常業務として

明記するといった推進策を断行する必要がある（厚生労働省）。 

② 成育医療がそれを必要とする発達障害児とその家族のウェルビーイングに資する

ためには、メンタルヘルスを含む医療的支援が適切に学校や福祉現場にインプットさ

れ、多領域・多職種連携が強化されなくてはならない。そのためには省庁あるいは行

政担当部局の縦割りによるバリアを解消する省庁、部局横断的な施策の立案・推進が

必要である。多領域・多職種連携においてインプットされる医療機関から教育機関へ

の情報提供や指導に対しては、従来、診療報酬の規定はないが、専門性に見合った診

療報酬の見直しといった設計上の工夫が必要である（厚生労働省、文部科学省、都道

府県）。 

 

(2)  発達障害児とその家族の支援ニーズに合わせた包括的な子育て支援体制の充実 

① 子育て支援には愛着形成支援と発達支援の双方の視点が必要である。児童虐待の

リスク要因である発達障害のある児の愛着形成やその失敗に関するエビデンスを構築

するために長期的かつ多領域での実証的研究が推進されなくてはならない。また成育

医療関係者へは愛着形成に関する最新の科学的知識の普及が必要である（厚生労働省、

文部科学省）。  

② 児童虐待の予防や事後対応の際には、親、子それぞれを含む家族全体の発達障害

特性のアセスメントを定式化し、特に、子育てに困難を抱える脆弱な家族に対ては、

質の高い個別的な子育て支援を講じる必要がある。発達障害児とその子育てに困難を

抱える親の双方への有効な介入プログラムの開発や普及、そして愛着と発達の統合的

視点を有する専門家育成のための教育体制の整備も必要である（厚生労働省、文部科

学省、都道府県）。 

 

脚注 1）2013 年、WHO 理事会は ASD の包括的かつ連携した支援の推進をめぐる報告書を採択し、国レベルで心の健康施策

の一環として ASD 施策を推進すること、合意のなされたエビデンスのある研究成果の実装に必要な予算を配分すること、

当事者や家族を含むすべてのステークホルダーが施策、立法、サービス立案の過程に関与することなどを謳っている。 
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脚注 2）今日では、アタッチメントの本来の動物に生得的に備わっている適応的な生物行動的安全制御性ステムという意

味が薄れ、一般的な情緒的絆もしくは愛情のような意味合いで用いられることが多い。そしてアタッチメントの質の問題

があたかも養育者側にのみ原因があることが前提として受け入れられている風潮がある。以前にもまして、養育が困難な

時代となっている今、アタッチメントの形成や病理のメカニズム、そして予防法や治療法について精神医学的研究が発達

心理学や神経科学との対話を通して系統的に行われなくてはならない。 

 

脚注 3) 自閉症について 1960 年代に母原病説が流布し、多くの自閉症児者とその家族は科学的根拠のない偏見と誤った

治療によって苦しんだ歴史がある。 

 

脚注 4) 一次医療（プライマリ・ケア）は、初期治療のみでなく、疾病予防や健康管理など、地域に密着した保健・医療・

福祉にいたる包括的な医療であり、主に地域の診療所や病院がその役割（かかりつけ医機能）を担い、専門的医療機関と

連携して対応する。二次医療は、専門外来医療や入院医療を指し、主に地域の中核的病院が担い、診療所や他の医療機関

と機能連携を図って対応する。三次医療は、先進的な技術と特殊な医療機器の整備を要する高度・専門的な医療であり、

主に特定機能病院や大規模病院などがその役割を担う。 
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＜用語の説明＞ 

「発達障害」：本邦の発達障害者支援法（平成 17年施行、平成 28年一部改正）で定められ

た法的用語である(https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/main/1377400.htm)。

対象となる障害は、国際的な診断基準（米国精神医学協会(American Psychiatric 

Association(APA)が作成する精神疾患の分類と診断の手引第 5 版(DSM-5)および国際保健

機構(World Health Organization:WHO)の作成する国際疾病分類第 11版(ICD-11))におけ

る「神経発達障害」と重なるところが大きい。神経発達障害には、知的能力障害、コミュ

ニケーション症、自閉スペクトラム症、注意・欠如多動症、限局性学習症、運動症などが

含まれる。これらの症候群は、生来的に高次脳機能に関連する脳の非定型発達がベースに

ある点が共通しており、同じ人が複数のタイプの発達障害をあわせ持つことが多い。 

 

「自閉スペクトラム症(autism spectrum disorder: ASD)」：①広範で持続的な社会的コミ

ュニケーションおよび対人的相互作用の障害、②限定された反復的な行動、興味、または

活動の様式、および感覚過敏/鈍麻という 2領域の障害のために、社会生活を送るうえで持

続的な機能障害が生じる。典型的なケースでは幼児期に診断されるが、平均知能で軽度 ASD

の人は、就学後あるいは成人後に診断されることが多い。ASDの根治療法（薬物、非薬物）

はまだない。 

 

「注意欠如・多動症(attention-deficit/hyperactivity disorder: ADHD)」：発達年齢に見

合わない多動‐衝動性、あるいは不注意、またはその両方の症状が、7 歳までに現れる。

学童期の子どもには 3-7%存在し、男性の有病率は青年期には低くなりますが、女性の有病

率は年を重ねても変化しないと報告されている。青年期以降は症状は軽減するものの、機

能障害は持続するため、新診断基準では青年・成人の基準が緩和された。 

 

「特異的学習障害(specific learning disorder)」:一般的に LDと呼ばれる。読み、書き、

算数といった学習障害の領域に特化した機能障害を呈するが、複数領域の障害が重複合併

することがしばしばある。 

 

「運動症」：このカテゴリーには発達性協調運動障害(developmental coordination 

disorder: DCD)（いわゆる“不器用”）、常同運動障害(stereotypic movement disorder)、

チック障害(tic disorders)などが含まれる。 

 

「発達障害特性」：一般医学では診断の際、カテゴリカルなアプローチとディメンジョナル

なアプローチが用いられている。前者は、罹患・非罹患に二分する立場で、臨床閾値を超

える極端に偏った行動を罹患状態とし、そこに病因の存在が関与することを妥当性の根拠

とする。後者は、正常状態と病理的状態の間にギャップがなく連続すると想定して定量的

に測る立場で、うつ病や不安障害、統合失調症、ASD において明らかになってきたような

症状、遺伝要因、病態生理学的および認知心理学的所見における連続性をその根拠とする。

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/main/1377400.htm
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精神疾患の診断においては、従来、カテゴリー分類が主で、特に精神科医はディメンジョ

ナルなアプローチにはあまり馴染みがなかったかもしれない。 

 

「特別支援教育」：本邦の教育システムで、すべての学校すべての学級で、障害のある、

あるいは障害の疑いのある幼児児童生徒を支援するという視点に立って、個別の教育的ニ

ーズに応じた指導および必要な支援が受けられるものをさす。 平成 19年 4月から学校教

育法に位置づけられ、すべての学校において取り組まれることとなった 

(https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/main.htm)。 

その背景として、平成 14年に文部科学省が実施した「全国小・中学校通常学級に在籍す

る児童生徒を対象とする全国実態調査」で、知的発達に遅れはないものの学習面や行動面

で著しい困難を持っている、と担任教師が回答した児童生徒（ASD、ADHD、そして LDのあ

る児童生徒の推定頻度とみなされている）が 6.3%を占めることが明らかになったことが

ある。この数値は、平成 24年に行われた２回目の調査でも 6.5%とほぼ同値が確認され

た。 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/main.htm
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＜参考資料＞審議経過 

 

平成 29年 

 10月 30日 出生・発達分科会 設置 

 

平成 30年 

 ７月３日 出生・発達分科会（第１回） 

役員の選出 

提言案について方向性等を検討 

    

平成 30年８月以後メール会議等により提言内容の協議、案骨子の作成、修正 

 

令和２年 

 

１月～２月 出生・発達分科会（メール審議）提言案の最終修正 

 

２月 28日 臨床医学委員会において本提言案を承認 

 

４月 21日 第二部会査読終了   

 

   ６月 11日 日本学術会議幹事会（第 292回） 

本提言「発達障害への多領域・多職種連携による支援と成育医療の推進」

を承認  
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